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「正規 の簿記の諸原則」の意義
鈴 木 義 夫
1は じ め に
.前稿ωにおいて論述 した ごと く,D.シ ュナィ ダーにあ っては②,・「正規の簿
記の諸原則」(GrundsatzeordnungsmaBigerBuchfuhrung)が,「課税の公乎性」
(GleichmaBigkeitderBesteuerung)とい う上位 目標 か ら,(1)「純粋な実現原則」,
② 「不平等原則」,㈲ 「期間配分原則」 お よび ④ 「リスク中立的裁量の原則」
とい う4つ の原則か らなる 「目的指向的」(zielorientierte)「正規の簿記 の諸原
則」 と して,演 繹的に・導 き出 されているのであ る。
この よ うな方 向での試みf3}は,さらに,監 査ω,デ ータ処理5},連結(6),企業
評価{T,および利益予測{8)といった幅広 い領域 において もみ られ るの で あ る。
まさに○ 「正規の簿記 の諸原則」 の 目的指向的 ・演繹的展 開が,今 日の西 ドイ
ツにおけ る経営経済学の中心 的な課題 とな ってい る といえるのであ る。
本稿は,現 在,西 ドイツにおいて進行 している会計制度 の改革⑨が 目ざ して
いる方 向,な らびにそれ との関連 できわめて多様 な形 で展開 されてい るそのよ
うな 「正規 の簿記 の諸原則」論 の意義を,と りわけ,実 務状 況 との関連づけ の
なかで,考 察 しようとす るものである。
(1)「シ ュナ イ ダ ー税 務 貸 借 対 照 表 論 」,明 大 商 学 論 叢 第63巻第2・3号(1981年1月)。
②Schneider,Dieter,Steuerbi!anzen,Wiesbaden,1978,S.60ff..
(3)こ う した 方 向 で の 試 み を 代 表 す る も の と して,レ フ ソ ン の 近 著 と シ ュ マ ー レン バ ッハ 協 会 の 叢
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いないのであ る。「正規 の簿記の諸原則」が 「不確定法概 念」(unbestimmtefRe・
chtsbegriff)といわれる所 以が ここにある{1}。
そ の内容が,何 に基づ いて,ま た,ど の ように決定 され るかについては,多
くの議論があるが,今 日の支配的な見解②に よれ ば,「正規の簿記 の諸原則」は,
経営経済学に基づ いて,簿 記 と年度決算の 目的(株主利益の保護)から,演 繹的 ・
目的論的に導き出 されなけれ ばな らない(3}tとされ ているのである。 ここには,
商人慣行 に基 づいて 「正規の簿記 の諸原則」を帰納的に導 き出す とい う伝統的
な行 き方か ら,経 営経済学に基 づいてそれ を演繹的 に導 き出す とい う行 き方へ
の転換 がみられ るのであ り,そ こに また,現 代の 「正規 の簿記 の諸原則」論の
特徴 をみる ことができるのであ る。つま り,今 日の 「正規の簿 記の諸原則」は
経営経済学に基礎をおいた 目的指 向的ωな 「正規 の簿記の諸原則」 ともい うこ
とがで きるのであ る。
法 律上 の 「正規の簿記の諸原則」の内容が この よ うに して決定 され る とい う
ことになる と,経 営経済学 に基づ く 「正規 の簿記の諸原則」論 の多様な展開が
可能 となるばか りでな く,そ れぞれが きわめて現実的な意味を もって くる とい
うことが明 らか となるのであ る。 そ うした もの と して,前 述 した よ うな幅広 い
領域 での試みをあげる ことがで きるのであ る。 その際,今 日の西 ドイツでは,
監査,デ ータ処理,連 結,企 業評価 さらには税務お よび利益予測 とい った広
い領域 に お い て,こ と さ らに,「GrundsatzeordnungsmaBiger……」つ ま り
「正規の……の諸原則」 とい う形で 多様な主張が展開 され てお り,し か も,そ
う した主張がたんなる理論上の もの としてではな く,き わめて現実 酌なね らい
を もちなが ら展 開され てい る点 には,と くに,注 意 しておかなければ な らない。
その よ うな多様 な主張を総括す るもの と しての現代 の「正規の簿記 の諸原則」
論が,そ うした現実的 な意味 を もつ とい うことに注意 した うえで,さ らに,そ
のよ うな多様な主張 が展開 され る理 由を考 えてみたい。
まず,1965年の株式法の改正 がひ とつの きっ か け とな っ た こ とが考え られ
る。 この改正を契機 として,そ れ までの 「動態論」支配の状況 が打破 され,「正
規 の簿記の諸原則」は もっと幅広い理論一 これ は,た とえば,「情報理論的
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経営経済学」 とで もよぶ ことができるものであるが一 に よって基礎づけ られ
る ところ とな ったのであ る(5)。つ ま り,1965年株式法においては,債 権者保護
とな らんで}株 主 の保護 とい うことが強調 され,さ らには,コ ンツェルン の会
計報告につ いての規定が導入 される ところ とな った のであるが,そ うした会計
(報告)に よって追求 され る 目標設定の変更が,そ れ までの 「正規 の簿記 の諸原
則」では もはや時代に合 った もの とは な りえな くな り,新 しい実務の動 向 とそ
れの理論 的な分析に従事 している学問○ つま り,「経営経済学」に よって演繹
的に展開 され る現代的な 「正規の簿記 の諸原則」 を求める ところ とな った と考
え られ るのである⑥。
また,連 邦税務法廷(BFH)も,1965年以降は,動 的貸借対照表観 の優位性・
とそれ に基 づ く成果の期 間区分 を,そ の一面性 の故に,支 持 しな くな った ので
あ る。む しろ,商 法お よび税法は,一 定 の貸借対 照表論を基 礎 とはせず に,法
律上 の諸規定 と 「正規 の簿記 の諸原則」 を基礎 とす るよ うになった のであ る⑦。
この ように,1965年以 降,そ れ まで の支配 的な学 説であ った 「動態論」 に代
わ って,法 律上の諸規定 と「正規の簿記 の諸原則」一 それ も 目的指向的原則 と
い う性格を もった 「正規 の簿記の諸原則」一 が主役を演 じるよ うに な った と
いえるのであ る。
さらに,「正規 の簿記 の諸原則」・によれば,税 務上 の恩典が与え られ る とい
うこと,つ ま り,「正規 の簿記 の諸原則」が税務上 の優遇措置 と結 びつ け られ
ていた ことが,「正規 の簿記 の諸原則」 をめ ぐる議論を活発化 させて い る も う
ひ とつの理 由である と考 えられるのであ る⑧。
{1)「正 規 の 簿 記 の 諸 原 則 」 の 法 的 枠 組 に っ い て は,Freericks,Wolfgang,Bilanzfahigkeit
undBilanzierPtngspflichtinHandels-unqSteuerbilanz,Berlin,1976,S.280ff.参照 。
ま た,「 不 確 定 法 概 念 」 に つ い て は,同 書,S・56-57.参 照 。Leffson,Uirich,Grundsatze
ordnungsmaBigerBuchfuhrung,a.a:O.,S.17-26.およびJacobs,OttoH.,DasBila.
nzierungsprobleminderErtragsteuerbilanz,Stuttgart,1971iS.34u.S.46.参 照 。 さ
らに,遠 藤 一 久,「 正 規 の 簿 記 の 諸 原 則 」 の 法 的 性 格 臼,⇔,「 会 計 」 第120巻,第1号 お よ び 第
2号(昭 和56年7月 お よび8月)参 照 。
(2)Adler/Dtiring/Schmaltz・RechnungslegungundPrttfungderAktiCngesellschaft,
























「ベ ル リン促 進 法 」 他 に よ る特 別 償 却
開発 途 上 国 の得 意 先 に 対 す る債 権 の取 扱 い(こ れは100パー セソか ら40パ
ーセ ン トの免税積立金 の設定を認めて いる)・ .'
デ ー タ処 理 用 の コン ピ ュー タの取 得 に際Lて 発 生す る プ ログ ラ ム(so-
ftware).用の 支 出 の取 扱 い
こうした新 しい実務は,全 体・と して,費 用 の拡大計上,し たが って,利 益の
縮小計上 につな がる とい う点では共通 した性格を もつ ものであ るが,し か し,
そ の 「型」には違 いがみ られ るのであ る。 つま り,従 来通 りの 「支出 も し くは
費用 の早期回収」 と 「費用(支 出)の 資産化をお こない,し かる後に,そ れを
費用化す る」 とい う,「動態論」 に よって説 明も し くは合理 化す る ことので き
る.「型」を もつ実務 と,・それを もって しては説明す ることので きない 「型」を
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もつ実務 とがみ られる とい うことである②。後者 の 「型」を代表 する実務が 「リ
ース」(Leasing)であ る。 その意味 で,リ ースは現代 を象徴す る実務 ともいえ
るのである。そ こで,新 しい 「型」 の実務の例 として この 「リース」 を と りあ
げ,ま た,従 来 の実務の 「型」を代表す るもの と して 「ベ ル リン促進 法」(1976
年)に 基づ く特別償却の例 を とりあげ,以 下,現 在進行 している 「経営 経済学
教授連合」に よる 『商法改正提案』 との関連で,そ の意味 を考 えてみたい。
さて,「 リース」についてはい くつかの種類 が考 えられ るが③,こ こでは,そ
のなかか ら,「金融 リース」(Finanzierungs-Leasing)をと りあげ て検討を加え る
ことにす る。 とい うの も,会 計上 さらには法律 上の重要 な問題 を提起 している
のが,こ の 「金融 リース」にほかな らないか らである。
その際,こ の 「リース」 について の会計上の取扱いについては,次 の ような




④ 連邦大蔵大臣の リース提供者の側 におけ る リース物件 の取扱いについ
ての通達(1975年12月22日付)
こ うした法的な枠組のなかで,「 リース」の会計処理がな されてい る の で あ
る⑤。
さらに,「金融 リース」は次 のよ うな前提 のも とでお こなわれ るのであ る。
{1)リー ス契約は,一 定期間のあいだ,両 当事者に よって解約する ことがで
きない(基 本 リース期間)。
② この基 本 リース期間 のあいだ の リース料 金の合計額が,リ ー ス 提 供 者
(Leas三ng-Geber)の金融費用を含 めた取得原価 もしくは製造原価 よ り大 とな
る。
上 の前提 の もとで,リ ース利用者(Leasing-Nehmer)のところで,貸 借対照表
への記載がな され るのであ る。 ただ し,そ の際,次 の条件 を満たす ことが必要
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となる。 すなわち,'』1
(a)特殊 リー ス(賃借人だけが,そ の設備財を使用する ことができる)で あ る
こと,
(b)・基 本 リース期間 が経営上通常 の耐用年数 の40パー セ ン トよ り短 いか,
も しくは90パー セ ソ ト以上の場合,お よび,・ ・
(c)基本り 一ス期間 が経営上通常 の耐用年数 の最低で も40パー セ ンb,,最
高 で90パf一セ ン トとなる場合。
この場 合につい ては,さ らに,
(aa)基本 リース期間経過後 に,付 加的に,、そ の物 件をひきつづ き買い取
る とい うことが可能 とな ってお り,そ の買取価 格が直線的減価償却
をお こな っていた場合 の簿価 よ り低 くなるか,ま たはその買取時点
における 「一般価値」(gemeinerWert)より低 くなる場合 ど
(bb)基本 リース期間が経過 した後 もiひ きつづ き賃借す ることが可能で
あ り,その際の賃借料が直線的減価償却 よ り低 くなるか,も しくは,
継続賃借 め開始時の 「一般価値」 を残存耐用年数に配分 した部分 よ
り低 くなる場合 とがある。 ∵
こうした 「リース」についての会計処理 についてみてみよ う6
まず,
Aリ ース提供者の側 での処理
(i)買入価 格債権(Kaufpτeisfordεrung):リ一ース料金の計算基礎 とされた リ
ース物件の取得原価 も しくは製造原価 の高 さで借方計上(資 産化)す る。
(ii)リース料金をくd)利子お よび原価部分 と←)(上記債権の)償還(回 収)部
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伶 の利子お よび原価部分は収益 とな り,




,(i)リース物件の取得原価(リ ース提供者が リース料金の計算基礎とした リー
ス物件の取得原価もしくは製造原価)で 借 方計上(資 産化)す る。
㈹ 同時 に,同 額を債 務 と して貸方計上す る。
.旬 リース物件 の取得 原価 を基礎に して,購 入物件 と同 じように(大 蔵省
編纂の 「耐用年数表」にしたカ㍉ た耐用年数で)減価償却 をお こ,なう。
㈲ リース利用者ポ リース料金を利 子 ・原価部分 と償還(返 済)部 分 と に
分割する。償還(返 済)部 分につい ては,こ れを成果 中立 的 に 記帳 し,
利子お よび原価 部分 は費用 と して処理す る。
こうした 「リース」 の会計処理を,さ らに,具 体的な計算例⑥でみてみ よう。
〔計算例〕
ある 自動車 リース会社が乗用車(メ ーカーのカタPグ価格:24,000マルク)(取
引高税を含む)を,次 の条件で,1月2日 に,あ る会社に賃貸す る もの とす
る。
す なわち,
最 初の3年 間(基 本 リース期間)に おいては,リ ース料金 は各9,000マル
ク(+取引高税),その後は この車を4,000マル ク(+取引高税)で買い取 ら
せ る可能性を与える。
乗 用車 の耐用年 数は 「耐用年数表」(AfA表)では4年 とな っている。
さて,上 のよ うな条件 のもとで,12月3r日(決算日)現在において,こ の乗
用車は貸借対照表上に どのよ うな評価額で計上 され るであ ろ うか。
この例では,基 本 リース期間における リース料金は リース提供者 の金融費用
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を含めた取得原価 を越えている。 したが って,金 融 リースが与え られ る ことに
な る。基 本 リース期間は経営上通常 とな っている耐用年数 の75パー セ ソ トとな
っている。 しか も,買 取選択権 を行使す る場 合の買取価格 が直線的減価償却 を
お こなった場合 の簿価以下 とな ってい る。したが って,これは,上述 の(c)の(aa)
に該当す る ことになるので,こ の乗 用車は リース利用者 の ところで資産化きれ
なけれ ばな らない。 リース利 用者 である会社 は,こ の乗用 車を,リ ース料金の
計算の基 礎 となってい る リース 提 供 者 の取 得原価 で資産(借 方)計 上 し,同 時
に,こ の取得原価 の高 さで,リ ース会社 に対す る債務 を貸方 に計上Lな ければ
な らない。 その うえで,こ の会社は毎年6,000マル クの減価償却費を計上Ltk
ければな らない。
以上 のこ とか ら,次 の よ うな貸借対照表 お よび損益計算書を作成す る ことが
で きる。
まず,1月2日 現在 におい て,
リース利用者の ところでは,






とい う形 での表示が なされる。
ついで,12月31日現在においては,リ ース料金が前述 の公式に したが って利
子 ・原価 部分 と負債 の償還(返 済)部 分 とに分割 され る。 リース期 間 の3年 間
についてみれ ば,そ れは次の よ うになる。
初年度 の利子 ・原価 部分:
2ち000マ'篇 芸000マ ル ク
×3・1,5・マ ・・ク
した が って,償 還(返 済)部 分 は
9,000マル クー1,500マル ク=7,500'rルク とな る。
そ して,第2年 度 の利 子 ・原 価 部 分:
52明 大 商 学 論 叢 .(54ω
27・OeOマノ蒜 爵000マ ル ク ×2・=1
,… マ ル ク
償還(返 済)部 分:
9,000マノレクー1,000マル クr8,00gマルク





この よ うに分割 された利 子 ・原価部分は リースの利用者にあっては費用 とな
り,ま た,リ ース提供者に とっては収益 となる。 リース料金の うちの償還部分
は,リ ースの利用者お よび提供者 の ところで,そ れぞれ,成 果 中立 的に処理 さ
れ る。 さて,上 の計算 にもとついて,12月31日現在 の リース利用者 の貸借対照
表 お よび損益計 算書 を作成すれば,次 の ようになる。
























リース提供者の側 においては,リ ース債権が24,000マル ク計上 され,こ れが,
16,500マルク,8,500マル ク,そ して3年 目にはゼ ロとな るよ うに処理 がなさ
れ る。 また,リ ース料 金の うちの利子 ・原価部分 が各年度 の収益 と して計上 さ
れ るのであ る。
上 の計算例 か ら明 らかな ごとく,リ ーズ利用者 の側 か らみれば,リ ーメ物件
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の取得原価 と リース料金の合計額 との差額分 が,い わば リース利用に ともな う
費用 とな り,そ の分だけ 自己資金 で取得 した場合 より,費 用 の負担額 が増加す
る ことにな るm。 しか も,そ れ が等差級数 的に減少 して行 くとい う特徴 を示す。
また,リ ース提供者 の側にあ っては,リ ース料金の うちの利子 ・原価部分 が収
益 として計上 され る ことになるので,リ ース料金の設定の仕方いかんに よって














《7}こ の 点 に つ い て の,ア メ リカ に お け る事 例 の検 討 と,そ の 意 味 の 解 明 に つ い て は,宮 上 一 男,
「会 計 と 論 理 一 現 代 会 計 の 実 務 と 論 理 一 」,「会 計 ジ ャ ーナ ル 」,1981年第13巻第5号(1981年
5月),8-14頁を 参 照 さ れ た い 。 ま た,こ う した 費 用 負 担 額 の増 加 に つ い て は,リ ー ス料 金 が リ
ー ス 物 件 の 再 調 達 価 値 に も とつ く減 価 償 却 を 基 準 と して い る こ とが 指 摘 さ れ て い る 。Knapp-
ma加,Gerd,BetrieblicheInvestitionswirtschaft,K61n岨dOpladen,1970,S.28f.
Nリ ース会計実務の会計理論上および法律上の問題
ところで,こ の ように して リース物件が貸借 対照表 に資産 と して計上 され る
とい うことは,会 計理論上 もまた法律上一 とりわけ商法上一 も大 きな問題
.となった のである。
伝統 的な資産概念あるいは財産概 念を もらて しては,そ れを説明 もしくは合
理 化 しえなかったか らである。そ こで,一 方 では,会 計理論一 」よ り一般的に・
い えば,西 ドイ ツでは経営 経済学が これに相当す るのであ るが一 が伝統 的な
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資産概念あ るいはそれを支える 「動態論」を も否定 し,意 思 決定 に役立づ情報
の開示を 目ざす とい う方 向で,多様な理 論展開一 た とえば,未来指向的貸借対
照表 論や経済 的利益 測定論 な ど一 がみ られ る と同時に,他 方では民法上の所
有権 を前 提 とす る商法上の財産概 念か ら 「経済的帰属 性∫(wirtschaftlicheZu-
geh6rigkeit)を基礎 と した よ り広い概念 である 「経 済財{1)」(Wirtschaftsgtiter)へ
の転 換を求める提 案②がな され る とい った状況がみ られ るのである。 しか し,
そ うした理論的な試み も,ま た,商 法改正のため の提案 も,上 でみた ような実
務 の進展 と密接 に関連 しているい と うこ とには注意 しておかなけれ ばな らない。
と りわけ,商 法 の改正は会計制度全体 に大 きな影響をお よぼす ことになるので,
この点については,も う少 し触れ ておかなけれ ばな らないであ ろ う。
商法 上の財産 目録作成に関す る規定(商法第39条)によれば,商 法上の資産 と
ほ民法上 の所有権 を 前 提 とす る 「財産対象物 」(Verm6gengegenstanden)(独立
して売却することのできる対象物)を 意味 し,また,商 法上 の負債 とは第三者に対
す る債 務を意 味 してい る{3)。
これ に対 して,税 務上 の判決 に よれば,税 務 上の資産 は 「財産対象物」 とい
う概念では な く,「経済財」 とい ういっそ う広い 内容を もった概 念 となってお
り,ま た「負債」(Schuld)とい う概念 の代わ りに 「経済的負担」(Wirtschaftliche
Last)とい う概 念が用い られて いるのである(4)。
したが って,リ ース資産 の貸借対照表へ の計上は,税 務上は認め られ るが,
商法上は認め られない,と い う食い違い が生 じるこ とにな る。そ こで,そ うし
た食 い違 いを調整す るもの と して,V)わゆ る 「選択権」(Wahlreρht)が用意 さ
れ ているのであ る。 しか し,「商法上 の資産化 選 択 権」(handel・rechtli・heAkti・
vierungswahlrechte)は」 原則 上,「税務上 の資産 化命令」(steuerlicheAktivierun-
9Sgeboten)となるのであ る(連邦税務法廷1969年2月3日付判決f5})。
このよ うに,リ ース物件 の資産 計上については,税 法が商法 の内容 を規定す
る ことにな り,こ こに,い わゆ る税務貸借対照表 の商事貸借 対照 表 に 対 す る
「逆基 準性㈲」(umgekehrte'MaBgeblichkp.it)とい う現象が生 じる こ にな り○ さ
らに,'こう'した 「逆基 準性∫はジ 税務上 の優遇措置二 た とえば,「 ベル リゾ
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促進 法」(GesetzzurF6rderungderBerlinerWirtschaft,1976)によ る特 別償 却
く初年度75パー セン ト償却)一 を利 用 した 場 合 に もみ られ るの で あ るm。 つ ま り,
この場 合,税 務 貸借 対 照 表 の25パーセ ン トの残 存 簿価 が商 事 貸借 対照 表 上 の価
額 を規 定 す る とい う,法 の建 前 上 の 関係(所 得税法第5条 第 ユ項)と は 逆 の規 定
関係 が み られ るの であ る。
(1}Schneider,Dieter,Steuerbilanzen,a.a.O.,S.118ff.この 点 に つ い て は,拙 稿 「シ ュ ナ イ










こ うした状況は,、商法が会計制度 の要 の位置を占めているだけに,認 めがた
い状況 といえる。 つま り,実務 の進展に よって,比 較的実務に近い ところに位、
置 している税法に先 を越 され,商 法が時代遅れの もの となって しまった とい う
印象を一 般に与え,法 と しての権威 を保持する ことが困難 とな りつつあ るとい
う状況が生 じて きている といえ るのであ る6i
こ うしたいわば変則的な状況をあ らため,会 計制度の在 り方を 「正規なる も
の」(・rdnungsmaBig)とする ことが,今 日,社 会的に も,要 請 されてい るとい
えるのである。 そのためには,取 りあえず,商 法上の 「財産対象物 ⊥お よび
「負債」とい う概 念を,税 務上のいっそ う広 い概念で ある 「経済財」と 「経済的
負担」 とい う概念に取 り替えることに よって,税 務貸借対照表 の商法貸借対照
表 に対する 「逆 転 した基 準性」の存在を否定 し,こ れ を法建 前上の本来 の規定
関係に戻 さなけれ ばな らないのである。'、
.現在,西 ドィッにおいて進行 している商法改正に対す る 「ドイ ツ経 営経 済学
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教授連合の提 案m」(1979年)はそ うした方向でなされているもの とみ るこ と が
で きるのである。そ の際,と くに,そ うした提案が 「会計情報 の公開」の拡充
をはか るとい う形 でお こなわれている点には注 目 しておかなければな らない。
ここでは,こ の 「公開」(Publizittit)の意味を考える際の手がか りと して,先 に
あげた 「ベル リン促進法」 に基づ く減価償却 の例をあげてみ る ことにす る②。
ベル リンにおいて,取 得原価100,000マル ク,耐用年数10年の機械設備へ の投
資 がお こなわれた もの とす る。 この機械設備について,商 事貸借対照表 におい
て直線的減価償却 がお こなわれる もの とす る と,そ の初年度末におけ る貸借 対
照表価額elgO,000マル クとな らなけれ ばな らないはず である。
しか し,税 務貸借対照表 における貸借対照表価額は,「 ベル リン促進法」(初
年度75・〈一一セソ ト償却)に よって,25,009マル クとな り,こ の数値 が商事貸借対
照表 にひ きつがれ ることになる。
こ うした 「逆 転 した関係」 を,形 式的にではあれ,正 し,し か も,そ れ の結
果を 「公開」す るために,「潜在的税金」(letenteSteuern)なる調整項 目が導入
され るのである。つ ま り,商 事貸借対照表においては,こ の機械設備は90,000
マル クで表示 され る。 しか し,税務上は25,000マル クとなるので,税務上Q利 益
は90,000-25,000=65,000マル クだけ,商 事貸借対照表の利 益 よ り少な くなる
のであるが,こ の65,000マル クを商事貸借対照表 の貸方項 目として表示 しよ う
とい うのであ る。 これは,商 事貸借対照表 に表示 され てい る数値 と比ぺ て,「実
際上は過度 に少ない税が支払われてい る③」 とい うことを示 してい るのである。
・この ように,商 法改正に対す る 「ドイ ツ経営経済学教授連合」 の提案は,税
務 上の利益が過少になってい るとい う現 実の実務状況,し た がってまた,そ う
した利益の大 きさに よって決 まる実際 の税 ・配当の支払いが過度 に少な くな っ
てい るとい うこ とを貸借対照表上に表示 し,こ れを 「公開」'し,その ことをつ
うじて,そ れ らに対する社会的 「合意 」を と りつけ よ うとす る ものであ る とい
えるのである。
しか し,こ うした提案は,「シュマー レソバ ヅハ協会」の大会(1979年5月31日)
で,連 邦大蔵 省お よび連邦法務省の各代表㈲が 口をそ ろえて報告 してい る よ う
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に,税 務上には何 らの変更 を ともなわ ない改革一steuerneutraleTransform・
ation一を 目ざ した ものなのである。つ ま り,税務上は何 も変わ らないのであ
って,利 益計算面 に実質 的 ・内容的に大 きな変化を ともな うものではない とい














(本稿 は,日 本 会 計 研 究 学 会 第40回 大 会 の 自 由 論 題 で の 報 告ec加 筆 し た も の で あ る 。)
